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 県は，県民の皆さんに，最近の財政状況を通して県政の動きをお知らせし，

豊かで住みよい地域づくりに一層の御理解と御協力をいただくために，財政

状況を年２回公表しています。 
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30 日までの間における補正予算の状況をはじめ，収入支出の状況，県民の県

税負担の状況，県債・一時借入金の状況及び県有財産の状況についてお知らせ

するものです。 
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Ⅰ　平成 30 年度決算の概要 

 
　(１) 総括 

平成30年度は，東日本大震災からの復旧・復興事業に取り組むとともに，質の高い雇用創出に向

けた産業育成，抜本的な医師確保対策，時代に適応できる教育の推進と環境の充実，観光創生や魅力

度向上など，「新しいいばらきづくり政策ビジョン」に掲げた４つのチャレンジに沿って，本県の重

要な課題に対応するための事業に取り組みました。 

なお，平成30年度の決算額は，歳入では地方消費税清算金の増等，歳出では地方道路整備費の増

等により，歳入歳出ともに前年度を上回る規模となっております。（歳出決算額のうち東日本大震災

関連事業は603億円で前年度に比べ128億円の減となっております。） 

 

地方公共団体財政健全化法に基づく健全化判断比率は，いずれの比率も早期健全化基準未満となっ

ております。このうち，将来負担比率については，県債の償還に充当可能な財源（基金）の増等によ

り，206.8％（見込み）と前年度に比べ6.5ポイント減少したところです。 

 

将来負担比率など財政状況を示す指標は改善の傾向にありますが，社会保障関係費等の義務的な経

費の増加などにより，本県の財政構造は，今後より一層硬直化していくことが見込まれます。 

引き続き，本県が飛躍していくために真に必要な事業には積極果敢に取り組みながら，施策の選択

と集中を徹底し，限られた財源の有効活用を図ることで，本県が将来にわたって発展していくための

健全な財政構造の確立に努める必要があります。 

 

【ポイント】 

◆平成３０年度一般会計の決算状況 

○決算規模 

  ・歳 入：１兆１，１６５億円（＋３１億円，＋０．３％） 
     県税の増，地方消費税清算金の増 

・歳 出：１兆９１１億円（＋２２億円，＋０．２％） 
  地方道路整備費の増，地方消費税交付金の増 

   ※東日本大震災関連事業(603 億円)を除く歳出決算額は１兆 309 億円(＋１50 億円，＋1.5％) 
 

○実質収支：６９億円（＋４億円）  
    Ｈ25：37 億円，Ｈ26：49 億円，Ｈ27：76 億円，Ｈ28：69 億円，Ｈ29：65 億円 
 

○県債現在高：２兆１，２３５億円 （△１５８億円，△０．７％） 
    通常県債残高は減少（△３３５億円，△２．８％） 

特例的県債残高は増加（＋１７７億円，＋１．９％） 
＊「通常県債」：公共投資に充てる県債や退職手当債など県の政策判断により発行をコントロールできる県債 

＊「特例的県債」：地方の財源不足を補うために，国の制度に基づき発行する特例的な県債（臨時財政対策債や減収補塡債など）  

 
◇地方公共団体財政健全化法に基づく健全化判断比率 

    いずれも早期健全化基準に該当しない

                   
○実質赤字比率,連結実質赤字比率：該当なし（H29：該当なし） 
○実 質 公 債 費 比 率：   9.8%（△0.4%） （H29： 10.2%， 38 位，全国平均：  11.4%）   
○将 来 負 担 比 率： 206.8%（△6.5%）  （H29：213.3%， 14 位，全国平均：173.1%）  

１　一般会計
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(２) 平成３０年度一般会計決算の概要 

ア 決算収支 

平成30 年度一般会計の決算額は，歳入総額1 兆1,165 億7 百万円，歳出総額1 兆911 億41 百万円で，

前年度と比較すると，歳入においては 31 億31 百万円，0.3％の増，歳出においては 22 億9 百万円，0.2％の

増となっています。 
 

この結果，歳入歳出差引（形式収支）は，253 億66 百万円となりましたが，このうち令和元年度への繰越事

業の財源として 184 億36 百万円を充当しましたので，平成30 年度の収入と支出の実質的な差額である実質

収支は，69 億30 百万円の黒字となりました。 

 

 

＜平成３０年度一般会計決算収支＞ 

（単位：百万円） 

区                   分 平成３０年度 平成２９年度 増減額 増減率(%) 

歳 入 総 額  ( A ) 1,116,507 1,113,376 3,131 0.3% 

歳 出 総 額  ( B ) 1,091,141 1,088,932 2,209 0.2% 

歳 入 歳 出 差 引  ( C ) = ( A ) - ( B ) 

（形式収支） 
25,366 24,444 922 3.8% 

翌年度に 繰り 越す べ き 財源（ Ｄ ） 18,436 17,891 545 3.0% 

実 質 収 支  ( E ) = ( C ) - ( D ) 6,930 6,553 377  

＊ 実質収支＝歳入歳出差引－翌年度に繰り越すべき財源 
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イ 歳入決算 
平成30 年度の歳入決算額は，1 兆 1,165 億 7 百万円で，前年度に比べ 0.3％の増となっています。 
歳入の主なものについては，以下のとおりです。 

 

①県税は，企業収益の増による法人事業税の増等により，50 億4 百万円，1.3％増の 3,829 億72 百万円 

②地方消費税清算金は，清算基準の見直し等により，76 億51 百万円，7.9％増の 1,047 億 34 百万円 

③地方譲与税は，企業収益の増による地方法人特別譲与税の増等により，53 億73 百万円，11.9％増の

503 億 64 百万円 

④地方交付税は，普通交付税の減等により，66 億81 百万円，3.5％減の 1,866 億 96 百万円 

⑤諸収入は，中小企業融資資金貸付金に係る償還金の減等により，93 億73 百万円，10.8％減の 

775 億 30 百万円 

 

これらの結果，自主財源（県税，分担金，使用料など，県が自主的に収入しうる財源）は 6,297 億 78 百万円

で，前年度に比べ 49 億 12 百万円，0.8％増加し，その構成比は歳入全体の 56.4％となります。これに対し，

依存財源（国庫支出金，地方交付税，県債など，国から定められた額を交付されたり，割り当てられたりする

収入）は4,867億29百万円で，前年度に比べ17億81百万円，0.4％減少し，その構成比は歳入全体の43.6％

になります。 

 

＜平成３０年度一般会計歳入決算状況＞       表中「※」印は，自主財源 
         （単位：百万円） 

区           分 

平 成 ３ ０ 年 度 

決 算 額 

（Ａ）  （シェア） 

平 成 ２ ９ 年 度 

決 算 額 

（B）   （シェア） 

増 減 額 

(C)=(A)-(B) 

増 減 率 

(C)/(B) 

県 税 ※ 382,972（  34.3%） 377,968（  34.0%） 5,004 1.3% 

地 方 消 費 税 清 算 金 ※ 104,734（   9.4%） 97,083（   8.7%） 7,651 7.9% 

地 方 譲 与 税  50,364（   4.5%） 44,992（   4.0%） 5,372 11.9% 

地 方 特 例 交 付 金  1,405（   0.1%） 1,205（   0.1%） 200 16.5% 

地 方 交 付 税  186,696（  16.7%） 193,377（  17.4%） △6,681 △3.5% 

 
 
 
 

普 通 交 付 税 
特 別 交 付 税  
震災復興特別交付税 

 

 

 

168,749（  15.1%） 

2,233（   0.2%） 

15,714（   1.4%） 

171,789（  15.4%） 

2,272（   0.2%） 

19,316（   1.8%） 

△3,040 

△39 

△3,602 

△1.8% 

△1.7% 

△18.6% 

交通安全対策特別交付金  727（   0.1%） 799（   0.1%） △72 △9.0% 

分 担 金 及 び 負 担 金 ※ 8,781（   0.7%） 9,279（   0.8%） △498 △5.4% 

使 用 料 及 び 手 数 料 ※ 17,251（   1.5%） 17,633（   1.6%） △382 △2.2% 

国 庫 支 出 金  128,417（  11.5%） 129,971（  11.7%） △1,554 △1.2% 

財 産 収 入 ※ 4,078（   0.4%） 3,339（   0.3%） 739 22.1% 

寄 附 金 ※ 376（   0.1%） 501（   0.1%） △125 △25.0% 

繰 入 金 ※ 9,612（   0.9%） 9,425（   0.8%） 187 2.0% 

繰 越 金 ※ 24,444（   2.2%） 22,735（   2.0%） 1,709 7.5% 

諸 収 入 ※ 77,530（   6.9%） 86,903（   7.8%） △9,373 △10.8% 

県   債  119,120（  10.7%） 118,166（  10.6%） 954 0.8% 

計 1,116,507（ 100.0%） 1,113,376（ 100.0%） 3,131 0.3% 
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ウ 歳出決算 

平成30 年度の歳出決算額は，1 兆 911 億 41 百万円で，前年度に比べ 0.2％の増となっています。 

歳出の概要の款別（経費の目的・機能ごと）及び性質別（経費の性質・使途ごと）の主なものは，以下のとお

りです。 

(ア)歳出決算の款別（目的別）内訳 

歳出決算を款別（目的別）に分類してみると，最も構成比が高いのは教育費で 24.9％，次いで保健福祉費

17.5％，公債費13.7％，諸支出金11.7％となっています。 

主なものは，以下のとおりです。 

 

①企画開発費は，都市計画事業土地区画整理事業特別会計への繰出金の増等により，20 億78 百万円，

11.4％増の 203 億円 

②保健福祉費は，筑西・下妻地域医療再生事業費の減等により，16 億7 百万円，0.8％減の 

1,906 億41 百万円 

③商工費は，中小企業融資資金貸付金の減等により，135 億 73 百万円，19.3％減の 566 億3 百万円 

④土木費は，地方道路整備費の増等により，64 億48 百万円，5.6％増の 1,207 億 48 百万円 

⑤警察費は，警察施設再編整備費の増等により，19 億 28 百万円，3.3％増の 609 億75 百万円 

⑥教育費は，退職手当費の減等により，45 億75 百万円，1.7％減の 2,715 億円 

⑦公債費は，臨時財政対策債に係る償還額の増等により，47 億62 百万円，3.3％増の 1,496 億21 百万円 

⑧諸支出金は，市町村への地方消費税交付金の増等により，48 億53 百万円，4.0％増の 1,277 億12 百万

円 

 

＜平成３０年度一般会計款別（目的別）歳出決算状況＞ 

（単位：百万円） 

区           分 
平 成 ３ ０ 年 度 

決 算 額 

（Ａ）  （シェア） 

平 成 ２ ９ 年 度 

決 算 額 

（B）   （シェア） 

増 減 額 

(C)=(A)-(B) 

増 減 率 

(C)/(B) 

議 会 費 1,687（  0.2%） 1,686（  0.2%） 1 0.1% 

総 務 費 40,609（  3.7%） 39,117（  3.6%） 1,492 3.8% 

企 画 開 発 費 20,300（  1.8%） 18,222（  1.7%） 2,078 11.4% 

生 活 環 境 費 7,962（  0.7%） 7,886（  0.7%） 76 1.0% 

保 健 福 祉 費 190,641（ 17.5%） 192,248（ 17.7%） △1,607 △0.8% 

労 働 費 2,622（  0.2%） 2,141（  0.2%） 481 22.5% 

農 林 水 産 業 費 39,704（  3.6%） 39,113（  3.6%） 591 1.5% 

商 工 費 56,603（  5.2%） 70,176（  6.4%） △13,573 △19.3% 

土 木 費 120,748（ 11.1%） 114,300（ 10.5%） 6,448 5.6% 

警 察 費 60,975（  5.6%） 59,047（  5.4%） 1,928 3.3% 

教 育 費 271,500（ 24.9%） 276,075（ 25.3%） △4,575 △1.7% 

災 害 復 旧 費 457（  0.1%） 1,203（  0.1%） △746 △62.0% 

公 債 費 149,621（ 13.7%） 144,859（ 13.3%） 4,762 3.3% 

諸 支 出 金 127,712（ 11.7%） 122,859（ 11.3%） 4,853 4.0% 

計 1,091,141（100.0%） 1,088,932（100.0%） 2,209 0.2% 
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(イ)歳出決算の性質別内訳 

歳出は，性質別に「義務的経費」，「投資的経費」及び「その他の経費」に大きく分けることができます。 
義務的経費は，人件費，扶助費及び公債費の合計であり，平成30 年度決算額は 4,913 億98 百万円で，歳

出総額の 45.1％を占めています。投資的経費は，普通建設事業費及び災害復旧事業費などからなり，補助

事業費，単独事業費及び直轄事業負担金に分けられ，その合計は，1,475 億 24 百万円で，13.5％を占めてい

ます。その他の経費は，4,522 億 19 百万円で，41.4％を占めています。 

主なものは，以下のとおりです。 

 

①義務的経費のうち人件費は，給与費，退職手当費の減等により，22 億 59 百万円，0.7％減の 

3,180 億82 百万円， 公債費は，臨時財政対策債に係る償還額の増等により，47 億34 百万円，3.3％増

の 1,492 億 3 百万円 
 

②投資的経費は，地方道路整備費の増等による補助事業費の増，合併市町村幹線道路緊急整備支援事

業費の増等による単独事業費の増等により，補助・単独・直轄合計で 18 億24 百万円，1.3％増の 1,475

億24 百万円 
 

③その他の経費のうち，出資・貸付金は，中小企業融資資金貸付金の減等により，78億78百万円，13.5％

減の 502 億 99 百万円，補助負担交付金は，国民健康保険都道府県調整交付金の減等により，98 億 47

百万円，3.1％減の 3,113 億97 百万円，繰出金は，国民健康保険都道府県繰出金の増等により，131 億

33 百万円，86.2％増の 283 億71 百万円 

 

＜平成３０年度一般会計性質別歳出決算状況＞ 

 （単位：百万円） 

   区         分 

平 成 ３ ０ 年 度 

決 算 額 

（Ａ）  （シェア） 

平 成 ２ ９ 年 度 

決 算 額 

（Ａ）  （シェア） 

増減額 

(C)=(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 

義 務 的 経 費 491,398（ 45.1%） 488,388（ 44.9%） 3,010 0.6% 

 

  人 件 費 318,082（ 29.2%） 320,341（ 29.4%） △2,259 △0.7% 

  扶 助 費 24,113（  2.2%） 23,578（  2.2%） 535 2.3% 

  公 債 費 149,203（ 13.7%） 144,469（ 13.3%） 4,734 3.3% 

投 資 的 経 費 147,524（ 13.5%） 145,700（ 13.4%） 1,824 1.3% 

  補 助 事 業 費 87,903（  8.1%） 86,657（  8.0%） 1,246 1.4% 

 

 単 独 事 業 費 39,564（  3.6%） 39,316（  3.6%） 248 0.6% 

 直轄事業負担金 20,057（  1.8%） 19,727（  1.8%） 330 1.7% 

そ の 他 の 経 費 452,219（ 41.4%） 454,844（ 41.7%） △2,625 △0.6% 

 

  物 件 費 41,338（  3.8%） 39,730（  3.6%） 1,608 4.0% 

 出 資 ・ 貸 付 金 50,299（  4.6%） 58,177（  5.3%） △7,878 △13.5% 

 補助負担交付金 311,397（ 28.5%） 321,244（ 29.5%） △9,847 △3.1% 

 積 立 金 12,155（  1.1%） 12,080（  1.1%） 75 0.6% 

 維 持 補 修 費 8,659（  0.8%） 8,375（  0.8%） 284 3.4% 

 繰 出 金 28,371（  2.6%） 15,238（  1.4%） 13,133 86.2% 

計 1,091,141（100.0%） 1,088,932（100.0%） 2,209 0.2% 
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エ 県債現在高 

県債現在高は，特例的県債残高が 177 億19 百万円，1.9％増加したものの，通常県債残高が 335 億34 百

万円，2.8％減少したことにより，158 億15 百万円，0.7％減少しました。 

持続可能で健全な財政構造を確立するため，今後も，公共投資の重点化・効率化などを図ることにより，県

債の新規発行額を適切にコントロールし，県債残高（国の地方財政対策による特例的県債を除く）の縮減に取

り組んでいきます。 

（単位：百万円） 

区          分 平成30 年度 平成29 年度 増減額 増減率 

県 債 現 在 高 2,123,452 2,139,267 △15,815 △0.7% 

 通常県債現在高 1,161,390 1,194,924 △33,534 △2.8% 

特例的県債現在高 962,062 944,343 17,719 1.9% 

＊ 「通常県債」：公共投資に充てる県債や退職手当債など県の政策判断により発行をコントロールできる県債 

＊ 「特例的県債」：地方の財源不足を補うために，国の制度に基づき発行する特例的な県債（臨時財政対策債や，減収補塡債など） 
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 ２ 特 別 会 計 

特別会計は，特定の事業を行う場合その他特定の収入をもって特定の歳出に充てる場合で，一般会計と区別して経

理する必要があるものについて設置しています。 

会計別の平成 30 年度決算の状況は，次表のとおりです。 

 

＜平成 30 年度特別会計決算状況＞ 
（単位：百万円） 

会 計 名 予  算  額 
歳入決算額 

(A) 

歳出決算額 

(B) 

歳入歳出 

差 引 額 

(A)－(B) 

平成 29 年度 

歳出決算額 

(C) 

伸 率 

((B)／(C)) 

         ％ 

競 輪 事 業 15,227 15,063 14,491 572 11,091 130.7 

公 債 管 理 256,985 256,985 256,985 0 176,888 145.3 

市町村振興資金 1,892 1,892 1,058 834 1,216 87.0 

鹿 島 臨 海 工 業 

地 帯 造 成 事 業 
4,775 5,946 2,969 2,977 2,339 126.9 

母子・父子・寡婦 

福 祉 資 金 
214 218 147 71 141 104.3 

県 立 医 療 大 学 

付 属 病 院 
2,776 2,788 2,737 51 2,709 101.0 

中小企業事業資金 1,107 1,161 684 477 794 86.1 

農 業 改 良 資 金 346 346 53 293 58 91.4 

林業・木材産業 

改 善 資 金 
237 235 90 145 0 皆増 

沿岸漁業改善資金 282 282 1 281 5 20.0 

公共用地先行取得

事 業 
－ － － － － － 

国民健康保険事業 268,079 271,172 257,085 14,087 － 皆増 

港 湾 事 業 38,327 29,666 29,405 261 39,585 74.3 

都 市 計 画 事 業 

土地区画整理事業 
21,881 23,534 20,181 3,353 34,481 58.5 

計 612,128 609,288 585,886 23,402 269,307 217.6 
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 ３ 企 業 会 計 

  地方公営企業法を適用し，いわゆる企業会計方式により県が経営している事業は，病院事業，水道事業，工業用水道事

業，地域振興事業，鹿島臨海都市計画下水道事業，流域下水道事業の 6事業です。企業会計には経常的な経営活動を示す

もの（収益的収支及び支出）及び建設改良事業等の資本的な収支を示すもの（資本的収入及び支出）があります。 

  企業会計の平成 30 年度決算の状況は，次表のとおりです。 

 

＜平成 30 年度企業会計決算状況＞ 

（単位：百万円，%） 

会  計  名 科   目 

平成 29 年度 

決 算 額 

(A) 

平成 30 年度 

決 算 額 

(B) 

伸  率 

((B)／(A)) 

病 院 事 業 

収 益 的 支 出 22,996 23,612 102.7 

資 本 的 支 出 4,719 2,687 56.9 

計 27,715 26,299 94.9 

水 道 事 業 

収 益 的 支 出 15,894 16,138 101.5 

資 本 的 支 出 10,475 11,432 109.1 

計 26,369 27,570 104.6 

工 業 用 水 道 事 業 

収 益 的 支 出 10,000 10,204 102.0 

資 本 的 支 出 9,592 7,399 77.1 

計 19,592 17,603 89.8 

地 域 振 興 事 業 

収 益 的 支 出 3,881 71 1.8 

資 本 的 支 出 5,089 63 1.2 

計 8,970 134 1.5 

鹿 島 臨 海 都 市 計 画 

下 水 道 事 業 

収 益 的 支 出 3,244 3,164 97.5 

資 本 的 支 出 832 2,787 335.0 

計 4,076 5,951 146.0 

流 域 下 水 道 事 業 

収 益 的 支 出 16,689 16,793 100.6 

資 本 的 支 出 6,160 5,824 94.5 

計 22,849 22,617 99.0 

計 

収 益 的 支 出 72,704 69,982 96.3 

資 本 的 支 出 36,867 30,192 81.9 

計 109,571 100,174 91.4 
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４　健全化判断比率及び資金不足比率 

(１) 健全化判断比率                                 

前年度に引き続き，４指標すべてにおいて早期健全化判断基準未満となっております。 

①実質赤字比率及び連結実質赤字比率は，実質収支が赤字であった会計がないため，該当ありません。 

②実質公債費比率は，前年度から 0.4 ポイント減の 9.8％となっております。 

③将来負担比率は，通常県債残高の減等により，前年度に比べ 6.5 ポイント減少し，206.8％となっており
　 ます。 

 

 

（  ）：全国順位 

区              分   平成３０年度  平成２９年度 早期健全化基準 財政再生基準 

実 質 赤 字 比 率 － － 3.75% 5% 

連 結 実 質 赤 字 比 率 － － 8.75% 15% 

実  質  公  債  費  比  率  9.8%(36位)  10.2% (38位) 25% 35% 

将 来 負 担 比 率 206.8%(14位)  213.3% (14位) 400%  

 

（財政指標の年度別推移） ※全国平均は加重平均 

実質公債費比率                                                         （単位：％） 
区   分 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 　Ｈ３０  

茨   城 14.5  14.2  14.2  14.1  13.9  13.3  12.1  11.0  10.2  9.8  

全国平均 13.0  13.5  13.9  13.7  13.5  13.1  12.7  11.9  11.4      10.9  

将来負担比率                                                           （単位：％） 
区   分 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ H２５ H２６ H２７ H２８ Ｈ２９   Ｈ３０  

茨   城 295.9  280.3  276.2  263.3  250.1  237.1  224.9  221.0  213.3  206.8  

全国平均 229.2  220.8  217.5  210.5  200.7  187.0  175.6  173.4  173.1    173.6  

 

(２) 資金不足比率 

前年度に引き続き，対象となる８つの公営企業会計すべてで資金不足は生じておりません。 

 

区              分  平成３０年度  平成２９年度 経営健全化基準 財政再生基準 

資 金 不 足 比 率 － － 20%  

※対象となる公営企業会計 

      水道事業会計，工業用水道事業会計，病院事業会計，鹿島臨海都市計画下水道事業会計，地域振興事

業会計，流域下水道事業会計，港湾事業特別会計，都市計画事業土地区画整理事業特別会計 

 

実 質 赤 字 比 率：一般会計等に係る実質赤字額の標準財政規模に対する比率（フロー指標） 
 
連結実質赤字比率：全会計に係る実質赤字額の標準財政規模に対する比率（フロー指標） 
 
実質公債費比率：一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政規模に対する比率（フロー指標） 

［過去３年間の平均］ 
 
将 来 負 担 比 率：公営企業，出資法人等を含めた，一般会計等が将来負担すべき実質的負債の標準財政規

模に対する比率（ストック指標） 
 
資 金 不 足 比 率：公営企業会計ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率(フロー指標) 
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１ 基本的な考え方 

・  県では、平成３０年９月に、政策医療（救急医療・周産期医療等）を確保するという観

点から、特に早急な対応が必要な「最優先で取り組む医療機関・診療科（必要医師数：１７

人）」を選定し、２年以内の医師確保を目指している。 

今回の補正予算は、目標期限まで１年半を切る中、一刻も早く必要医師の確保を進めるた

めの追加対策として、必要な事業を計上した。 
 
 ・ 今回の補正予算に係る所要の一般財源については、一般財源基金からの繰入金を充当した。 

 

２ 補正予算の規模 

 ・ 一般会計   ５４百万円  (補正後  １兆１，３５７億６８百万円) 

 ・ 特別会計     －百万円  (補正後    ５，９５５億 ４百万円) 

 ・ 企業会計     －百万円  (補正後    １，１０２億８１百万円) 

    合計    ５４百万円  (補正後  １兆８，４１５億５３百万円) 

 

  ○予算の比較（一般会計）                                   （百万円、％） 

区分 Ｈ３０ Ｒ元 前年度比 

当初予算 １，１１１，６８８ １，１３５，７１４ １０２．２ 

６月補正 - ５４ 皆増 

補正後計 １，１１１，６８８ １，１３５，７６８ １０２．２ 

 

３ 事業 

 拡 県外からの医師確保強化事業                    ５４百万円 

   （非常勤医師等の派遣元医療機関に対する支援や県民総参加による医師紹介制度の創設等） 

○ドクタープール事業 
・全国から医師を募集し、県職員として採用の上、最優先の医療機関に派遣 

勤務期間：３年間を１単位（うち１年間は研修期間（海外等）の設定可） 
○自治医科大学卒業医師Ｕターン等促進事業 

・９年間の義務年限終了後、県外で勤務する自治医科大学卒業医師等を県職員として採用す

るための募集活動（採用にあたり謝金を贈呈：５０万円） 
○県民総参加による医師紹介事業 
 ・最優先の医療機関での勤務の可能性がある医師の紹介に対して、採用決定後に謝金を贈呈 
   医師：５０万円、紹介者：３０万円 

○スポット医師派遣推進事業 
・最優先の医療機関へ非常勤医師等の派遣を行う医療機関に対する支援 

補助額：医師の派遣に伴う逸失利益の補填 
  補助率：３／４ 

○民間会社を活用した医師確保事業 
・民間の医師専門人材紹介会社を活用し、最優先の医療機関へ医師を派遣する意向のある協

力病院への集中的な斡旋活動を実施 

Ⅱ　令和元年度６月補正予算の概要
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４ 一般会計補正予算款別内訳（歳入） 

 

 

                                                 （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

(Ｂ) 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

県 税 ３８６，４５２  －  ３８６，４５２  

地 方 消 費 税 清 算 金 １１３，０００  －  １１３，０００  

地 方 譲 与 税 ５１，８２４  －  ５１，８２４  

地 方 特 例 交 付 金 ３，８９１  －  ３，８９１  

地 方 交 付 税 １８５，９７０  －  １８５，９７０  

交通安全対策特別交付金 ７８９  －  ７８９  

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，８９９  －  ８，８９９  

使 用 料 及 び 手 数 料 １７，７１８  －  １７，７１８  

国 庫 支 出 金 １３１，２７８  －  １３１，２７８  

財 産 収 入 １，９５９  －  １，９５９  

寄 附 金 １３８  －  １３８  

繰 入 金 ２５，７５６  ５４  ２５，８１０  

繰 越 金 ５，０００  －  ５，０００  

諸 収 入 ８５，３８９  －  ８５，３８９  

県 債 １１７，６５１  －  １１７，６５１  

計 １，１３５，７１４  ５４  １，１３５，７６８  
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５ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）   

 

 

                                           （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

（Ｂ） 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

議 会 費 １，６９２  －  １，６９２  

総 務 費 ３８，３９６  －  ３８，３９６  

企 画 開 発 費 １１，２３９  －  １１，２３９  

生 活 環 境 費 １１，１６０  －  １１，１６０  

保 健 福 祉 費 ２１２，００４  ５４  ２１２，０５８  

労 働 費 ２，７９９  －  ２，７９９  

農 林 水 産 業 費 ４３，９４６  －  ４３，９４６  

商 工 費 ８２，０８０  －  ８２，０８０  

土 木 費 １１３，２０６  －  １１３，２０６  

警 察 費 ６２，１３３  －  ６２，１３３  

教 育 費 ２７４，７９１  －  ２７４，７９１  

災 害 復 旧 費 ８１６  －  ８１６  

公 債 費 １４７，５１６  －  １４７，５１６  

諸 支 出 金 １３３，６３６  －  １３３，６３６  

予 備 費 ３００  －  ３００  

計 １，１３５，７１４  ５４  １，１３５，７６８  
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１ 基本的な考え方 

 
・ 今回の補正予算は、①本県の特性を活かした地方創生・地域産業創造の推進、②地域の医

療や福祉の体制強化を支援する取組み、③本県の発展を下支えする社会資本整備など、早急

な対応が求められる政策課題に速やかに対応するために必要な事業を計上した。 

 
 ・ 今回の補正予算の財源は、国庫支出金や県債等を活用するとともに、震災復興特別交付税

を充当し、そのほか、所要の一般財源については、繰越金（１，０６０百万円）を活用した。 

 

 

 

２ 補正予算の規模 

 

 ・ 一般会計   ２００億２８百万円  (補正後  １兆１，５５７億９６百万円) 

 ・ 特別会計  △  ２億８６百万円  (補正後    ５，９５２億１８百万円) 

 ・ 企業会計     １３億８８百万円  (補正後    １，１１６億６８百万円) 

    合計    ２１１億３０百万円  (補正後  １兆８，６２６億８２百万円) 

 

   ※９月補正後一般会計予算の前年度予算に対する伸び率 ＋２．７％ 

 

 

  ○予算の比較（一般会計）                                   （百万円、％） 

区分 Ｈ３０ Ｒ元 前年度比 

当初予算 １，１１１，６８８ １，１３５，７１４ １０２．２ 

６月補正後 １，１１１，６８８ １，１３５，７６８ １０２．２ 

９月補正 １３，２８２ ２０，０２８ １５０．８ 

補正後計 １，１２４，９７０ １，１５５，７９６ １０２．７ 

 

Ⅲ　令和元年度９月補正予算の概要
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３ 主な事業 

                                      

 （単位：百万円） 

事   業 
Ｒ元年度 

９月補正 

Ｒ元年度 

当初 

１ 地方創生・地域産業創造の推進   

 新 いばらき eスポーツ産業創造プロジェクト事業 ２０  -  

 新 いばらき地酒バー販路拡大促進事業 ３８  -  

 新 ベンチャー企業海外展開支援事業 １３  -  

 拡 いばらき宇宙ビジネス創造拠点事業 ４６  １０５  

 新 茨城かんしょトップランナー産地拡大事業 ３６０  -  

 新 常陸牛マーケティング戦略構築事業 １０  -  

２ 地域の医療や福祉の体制強化の支援   

 拡 地域医療提供体制再構築支援事業＊ １８３  -  

 拡 ＩＣＴ活用による医療体制強化支援事業 ２８  ７３  

 拡 あすなろの郷再編整備関連事業 ７  ２０  

３ 社会資本の整備   

 
  国補公共事業[全会計] 

       （うち一般会計） 

１７，３３６  

(１６，９５１) 

１０２，４１６  

(９５，５２１) 

 
  県単公共事業[全会計] 

       （うち一般会計） 

１，３９３  

(１，３５３) 

２４，１２１  

(２３，７９０) 

 新 偕楽園魅力向上等推進事業（県単公共事業：再掲） ８５  - 

   道路工事基礎調査事業 ４８  １８０  

４ その他   

 新 豚コレラ侵入防止緊急対策事業 ７３２ - 

 拡 みんなに優しい学校施設づくり推進事業 ８３ ８５ 

 
新 カシマサッカースタジアムサブグラウンド整備事業

[鹿島臨海工業地帯造成事業特別会計] 
２９１ - 

＊地域医療提供体制再構築支援事業はＨ３０年度からの継続事業。Ｒ元年度当初予算の計上はなし。 
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４ 一般会計補正予算款別内訳（歳入） 

 

                                                 （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

(Ｂ) 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

県 税 ３８６，４５２  －  ３８６，４５２  

地 方 消 費 税 清 算 金 １１３，０００  －  １１３，０００  

地 方 譲 与 税 ５１，８２４  －  ５１，８２４  

地 方 特 例 交 付 金 ３，８９１  －  ３，８９１  

地 方 交 付 税 １８５，９７０  ４３５  １８６，４０５  

交通安全対策特別交付金 ７８９  －  ７８９  

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，８９９  １１４  ９，０１３  

使 用 料 及 び 手 数 料 １７，７１８  １１０  １７，８２８  

国 庫 支 出 金 １３１，２７７  ９，２６１  １４０，５３８  

財 産 収 入 １，９５９  －  １，９５９  

寄 附 金 １３８  －  １３８  

繰 入 金 ２５，８１０  ３１６  ２６，１２６  

繰 越 金 ５，０００  １，０６０  ６，０６０  

諸 収 入 ８５，３９０  ８９  ８５，４７９  

県 債 １１７，６５１  ８，６４３  １２６，２９４  

計 １，１３５，７６８  ２０，０２８  １，１５５，７９６  
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５ 一般会計補正予算款別内訳（歳出） 

 

                                           （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

（Ｂ） 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

議 会 費 １，６９２  －  １，６９２  

総 務 費 ３８，３９６  －  ３８，３９６  

企 画 開 発 費 １１，２３９  ４７  １１，２８６  

生 活 環 境 費 １１，１６０  －  １１，１６０  

保 健 福 祉 費 ２１２，０５９  ２１８  ２１２，２７７  

労 働 費 ２，７９９  －  ２，７９９  

農 林 水 産 業 費 ４３，９４６  １，２０２  ４５，１４８  

商 工 費 ８２，０８０  ７１  ８２，１５１  

土 木 費 １１３，２０６  １８，３８５  １３１，５９１  

警 察 費 ６２，１３３  ２２  ６２，１５５  

教 育 費 ２７４，７９１  ８３  ２７４，８７４  

災 害 復 旧 費 ８１６  －  ８１６  

公 債 費 １４７，５１５  －  １４７，５１５  

諸 支 出 金 １３３，６３６  －  １３３，６３６  

予 備 費 ３００  －  ３００  

計 １，１３５，７６８  ２０，０２８  １，１５５，７９６  
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６ 特別会計補正予算  
 
                                           （単位：百万円） 

会 計 名 
補正前の額 

(Ａ) 
今回補正額 

(Ｂ) 
計 

（Ａ＋Ｂ） 

競 輪 事 業 １１，８９８  －  １１，８９８  

公 債 管 理 ２１８，９９１  －  ２１８，９９１  

市 町 村 振 興 資 金 １，０４９  －  １，０４９  

鹿島臨海工業地帯造成事業 ３，６３５  ２９１  ３，９２６  

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 ２，９９７  －  ２，９９７  

国 民 健 康 保 険 ２５４，００１  －  ２５４，００１  

母子・父子・寡婦福祉資金 １８６  －  １８６  

中 小 企 業 事 業 資 金 ２，７２６  －  ２，７２６  

農 業 改 良 資 金 ６６  －  ６６  

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資 金 ９２  －  ９２  

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 ７１  －  ７１  

港 湾 事 業 ３５，０１８  －  ３５，０１８  

都市計画事業土地区画整理事業 ６４，７７４  △５７７  ６４，１９７  

計 ５９５，５０４  △２８６  ５９５，２１８  

 

 
 

７ 企業会計補正予算 
 
                                                 （単位：百万円） 

会 計 名 
補正前の額 

(Ａ) 
今回補正額 

(Ｂ) 
計 

（Ａ＋Ｂ） 

病 院 事 業 ２８，７６６  －  ２８，７６６  

水 道 事 業 ３３，３０９  －  ３３，３０９  

工 業 用 水 道 事 業 １９，６１９  －  １９，６１９  

地 域 振 興 事 業 １４８  －  １４８  

鹿島臨海都市計画下水道事業 ４，８０２  ３８６  ５，１８８  

流 域 下 水 道 事 業 ２３，６３６  １，００２  ２４，６３８  

計 １１０，２８０  １，３８８  １１１，６６８  
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８ 債務負担行為 

・ 来年度の公共工事の平準化を図るための債務負担行為の設定 

  （令和２年度設定額【全会計５０億１９百万円】２５億６千万円） 
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  Ⅳ 令和元年度予算上半期収入支出の状況について

１ 一 般 会 計 

一般会計の令和元年 9月 30 日現在の款別歳入予算の収入状況と款別歳出予算の支出状況は，次表のとおりです。 

 

＜令和元年度一般会計歳入予算額と収入状況＞ 

（令和元年 9月 30 日現在） 

款      別 予 算 現 額 収 入 済 額 収  入  割  合 

1 県 税 
千円 千円 ％ 

386,451,562  204,298,446  52.9  

2 地 方 消 費 税 清 算 金 112,999,586  59,169,523  52.4  

3 地 方 譲 与 税 51,824,000  12,755,632  24.6  

4 地 方 特 例 交 付 金 3,891,000  1,952,565  50.2  

5 地 方 交 付 税 186,404,604  141,638,637  76.0  

6 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 789,000  356,203  45.1  

7 分 担 金 及 び 負 担 金 9,784,180  1,092,417  11.2  

8 使 用 料 及 び 手 数 料 17,828,292  6,890,523  38.6  

9 国 庫 支 出 金 171,801,818  26,857,713  15.6  

10 財 産 収 入 1,959,704  6,052,505  308.8  

11 寄 附 金 137,582  36,031  26.2  

12 繰 入 金 26,604,775  213,084  0.8  

13 繰 越 金 24,496,923  25,366,540  103.5  

14 諸 収 入 88,060,954  11,952,600  13.6  

15 県 債 151,054,600  35,891,000  23.8  

合      計 1,234,088,580  534,523,419  43.3  
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＜令和元年度一般会計歳出予算額と支出状況＞ 

（令和元年 9月 30 日現在） 

款      別 予 算 現 額 支 出 済 額 支  出  割  合 

1 議 会 費 
千円 千円 ％ 

1,761,619  832,217  47.2  

2 総 務 費 38,610,415  16,184,725  41.9  

3 企 画 開 発 費 12,787,925  2,630,263  20.6  

4 生 活 環 境 費 12,101,377  3,789,986  31.3  

5 保 健 福 祉 費 214,485,005  73,741,306  34.4  

6 労 働 費 2,895,706  1,123,205  38.8  

7 農 林 水 産 業 費 54,427,718  11,896,646  21.9  

8 商 工 費 82,295,024  42,786,520  52.0  

9 土 木 費 193,063,074  31,533,606  16.3  

10 警 察 費 62,387,505  26,352,974  42.2  

11 教 育 費 276,863,734  113,789,403  41.1  

12 災 害 復 旧 費 1,017,519  107,597  10.6  

13 公 債 費 147,515,489  59,718,656  40.5  

14 諸 支 出 金 133,635,508  67,996,006  50.9  

15 予 備 費 240,962  － －  

合      計 1,234,088,580  452,483,110  36.7  
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２ 特 別 会 計 
特別会計の令和元年 9月 30 日現在の予算額及び収入支出の状況は，次表のとおりです。それぞれの会計の性質及

び内容により，その執行状況も異なりますが，県は，事業の性質に応じて効率的に執行するよう努めています。 

 

＜令和元年度特別会計予算額と収入支出の状況＞ 

（令和元年 9月 30 日現在） 

会  計  別 予 算 現 額 
執   行   状   況 

収 入 済 額 収入割合 支 出 済 額 支出割合 

競 輪 事 業 
千円 千円 ％ 千円 ％ 

11,897,863  8,174,342  68.7  7,327,243  61.6  

公 債 管 理 218,990,891  79,563,680  36.3  75,123,058  34.3  

市 町 村 振 興 資 金 1,161,600  834,205  71.8  16,200  1.4  

鹿 島 臨 海 工 業 地 帯 造 成 事 業 5,642,848  3,700,694  65.6  1,418,580  25.1  

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 2,996,522  1,147,386  38.3  1,251,534  41.8  

国 民 健 康 保 険 254,001,067  134,151,261  52.8  105,357,689  41.5  

母 子 ・ 父 子 ・ 寡 婦 福 祉 資 金 186,322  137,356  73.7  62,281  33.4  

中 小 企 業 事 業 資 金 2,725,997  777,254  28.5  462,661  17.0  

農 業 改 良 資 金 65,822  332,496  505.1  24,189  36.7  

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資 金 92,378  146,010  158.1  －  －  

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 71,463  290,777  406.9  30  0.0  

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 －  －  －  －  －  

港 湾 事 業 43,053,761  4,844,859  11.3  3,354,483  7.8  

都市計画事業土地区画整理事業 65,860,699  8,051,378  12.2  13,854,112  21.0  

合       計 606,747,233  242,151,698  39.9  208,252,060  34.3  
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  Ⅴ 県民の県税負担の状況について

県の財政は，県民の皆さんの直接・間接の負担によって賄われています。なかでも県税は，財政執行上極めて重要な

歳入であり，常に適正公平な賦課徴収に努力しています。 

平成 30 年度の決算額は 3,829 億 7,230 万円となっており，その県民の皆さんの負担状況は次表のとおりです。 

 

＜県 民 の 県 税 負 担 状 況＞ 

区 分 

税 目 
平成 30 年度決算額 1 世帯当たり負担額 1 人当たり負担額 

 千円 円 円 

直 接 税 275,639,951 236,604 96,012 

 う ち 県 民 税 125,909,608 108,078 43,857 

 う ち 自 動 車 税 50,498,125 43,347 17,590 

間 接 税 107,332,347 92,132 37,387 

 う ち 地 方 消 費 税 68,521,490 58,818 23,868 

計 382,972,298 328,736 133,399 

(注)世帯数 1,164,984 世帯，人口 2,870,883 人（31.4.1 現在 統計課調べ） 

県民税には，森林湖沼環境税を含む。 

軽油引取税には，旧法による税を含む。 
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 Ⅵ 県債及び一時借入金について 

１ 県 債 現 在 高 
県では，県民福祉増進のための各種建設事業や災害復旧事業について，県債を発行し，事業の推進を図っています。 

令和元年 9月 30 日現在の県債現在高は，一般会計 2兆 1,693 億 8,503 万円，特別会計 1,882 億 1,169 万円です。 

 
＜県 債 現 在 高 表＞ 

（令和元年 9月 30 日現在） 

会  計  名 前期末現在高 

平成 31 年 4月 1 日から 

令和元年 9月 30 日まで 現 在 高 

借 入 額 償 還 額 

 千円 千円 千円 千円 

一 般 会 計 2,167,125,823 130,733,800 128,474,590 2,169,385,033 

特  別  会  計 202,159,758 377,200 14,325,266 188,211,692 

合 計 2,369,285,581 131,111,000 142,799,856 2,357,596,725 

  

２ 一 時 借 入 金 

一時借入金は，会計年度中に一時的に収支の不均衡を生じ，歳計現金が不足した場合に，その資金の不足を補うため

借り入れるものです。したがって，一時借入金は，その会計年度の歳入で返済することになります。 

令和元年度上半期の一時借入金状況は，次表のとおりです。 

 

＜一 時 借 入 金 状 況＞ 

 

 

借 入 先 
前 期 末 借 入 金 

現 在 高 

今 期 借 入 金 今 期 償 還 金 

未 償 還 額 

月 金 額 月 金 額 

 千円  千円  千円 千円 

株式会社常陽銀行 － 

4 － 4 － － 

5 － 5 － － 

6 － 6 － － 

7 － 7 － － 

8 － 8 － － 

9 12,980,000 9 12,980,000 － 

合   計 12,980,000 12,980,000 － 

    

平成 31 年 4月 1日から 

令和元年 9月 30 日まで 
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 Ⅶ 県有財産の状況について 

１ 公有財産現在高 
公有財産は， 次のように分類できます。 

 

 

 

 

 

 

 

これらの財産は，行政運営を円滑に行うための基礎となるものであり，その取得，管理及び処分について，県は，条

例や規則に基づき，適切な執行に努めています。 

令和元年９月 30 日現在において，県が所有している公有財産の現在高及び令和元年度上半期における公有財産の主

な増減は，次表のとおりです。 

  

公有財産 

行政財産 

普通財産…… 行政財産以外の一切の財産で，県が一般私人と同じ立場で保有するもの 

公 用 財 産…… 

公共用財産…… 

県が事務又は事業を執行するため，自らが直接使用することを

目的とする財産（例えば庁舎，公舎，職員住宅） 

住民の共同利用に供することを目的とする財産 

（例えば学校，道路，図書館） 
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＜公有財産現在高表＞

 単位の 　 行　政　財　産 普　通　財　産 合計 前期末現在高 増減高
(平成31年3月31日現在)

　 　 名  称 公用財産 公共用財産 計 （Ａ） (B） (A）－（B）

土 地 ㎡ 13,129,610.34 14,992,260.89 28,121,871.23 15,369,637.84 43,491,509.07 43,368,308.61 123,200.46

建 物 ㎡ 730,619.84 2,992,299.25 3,722,919.09 82,586.28 3,805,505.37 3,807,260.27 △ 1,754.90

立　　　木 ｍ3 325,619.49 587.20 326,206.69 -             326,206.69 326,206.69 0.00

か こ い 等 ｍ 140,886.31 409,267.05 550,153.36 667,772.11 1,217,925.47 1,276,836.89 △ 58,911.42

工 作 物 電 柱 類 本 255 139 394 2 396 396 0

門 ， 浄 化 槽
個 17,459 19,707 37,166 4,425 41,591 41,628 △ 37

照 明 装 置 等

船 舶 隻 2 3 5 -             5 4 1

航 空 機 機 1 -           1 -             1 1 0

地 上 権
等

㎡ 8,261,405.49 6,336.03 8,267,741.52 17,909.69 8,285,651.21 8,285,887.18 △ 235.97

特 許 権
等

件 -           -           -           85 85 85 0

株券、その他の有価証券等 円 -           -           -           67,035,787,247 67,035,787,247 67,035,787,247 0

（令和元年9月30日現在）

区　　　　　　　　　分
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施設名 増減等数量 増減等事由

土地

（産業戦略部） 1 茨城中央工業団地（笠間地区） △ 5,002.38㎡ 売却

2 茨城中央工業団地 △ 101,979.04㎡ 売却

(農林水産部) 3 経営体育成基盤整備事業　友部市原地区 △ 6,450.00㎡ 譲与

4 経営体育成基盤整備事業　友部中央地区 6,837.12㎡ 購入

5 経営体育成基盤整備事業　玉造上地区 △ 7,818.42㎡ 譲与

6 畑地帯総合整備事業　上小岩戸地区 △ 4,978.00㎡ 譲与

7 常陸那珂港区港湾関連用地中央ふ頭地区 138,141.00㎡ 埋立

土地

（農林水産部） 1 農業総合センター敷地 13,351.00㎡ 購入

建物

(産業戦略部) 2 鹿島セントラルモール（区分所有権） △ 1,976.27㎡ 売却

・平成31年4月1日から令和元年9月30日までの主な増減状況

＜公有財産の主な増減等状況＞

区分

普
通
財
産

行
政
財
産
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２ 基 金 の 状 況 

基金は，特定の目的のために財産を維持し，基金を積み立て，又は定期の資金を運用するため設置するものです。 

令和元年度上半期における積み立て及び取崩しの状況は，次表のとおりです。県は，それぞれの基金について，法

律又は条例に定められた特定の目的に応じ，確実かつ効率的な運用に努めています。 
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基  金  名 前期末現在高 今    期 
差引現在高 

積 立 額 取 崩 額 
 千円 千円 千円 千円 

茨 城 県 財 政 調 整 基 金 19,997,871 2,866,107 39,682 22,824,296 

茨 城 県 災 害 救 助 基 金 1,720,031 - - 1,720,031 

茨 城 県 美 術 資 料 取 得 基 金 900,000 - - 900,000 

茨 城 県 県 債 管 理 基 金 103,209,168 33,080 - 103,242,248 

 一 般 会 計 分 47,222,773 - - 47,222,773 

 
特 別 会 計 分 ※ 
【 公 債 管 理 特 別 会 計 】 55,986,395 33,080 - 56,019,475 

茨城県発電用施設周辺地域振興基金 - - - - 

茨 城 県 発 電 用 施 設 周 辺 地 域 

企 業 立 地 資 金 貸 付 基 金 
364,566 9,362 - 373,928 

茨 城 県 環 境 保 全 基 金 122,156 - - 122,156 

茨 城 県 緑 化 基 金 57,948 1,156 - 59,104 

茨城県森林整備担い手対策基金 134,087 2,454 - 136,541 

茨 城 県 ふ る さ と 水 と 土 基 金 941,259 1,189 - 942,448 

特別電源所在県科学技術振興基金 - - - - 

茨 城 県 競 輪 事 業 基 金 

【 競 輪 事 業 特 別 会 計 】 
1,540,769 - - 1,540,769 

茨 城 県 原 子 力 安 全 等 推 進 基 金 212,800 - - 212,800 

茨 城 県 介 護 保 険 財 政 安 定 化 基 金 1,839,991 - - 1,839,991 

茨 城 県 森 林 整 備 地 域 活 動 支 援 基 金 7,126 - - 7,126 

茨 城 県 放 射 線 利 用 試 験 

研 究 施 設 等 整 備 基 金 
- - - - 

茨 城 県 有 害 廃 棄 物 等 撤 去 基 金 32,112 23,387 - 55,499 

茨 城 県 後 期 高 齢 者 

医 療 財 政 安 定 化 基 金 
3,794,797 - - 3,794,797 

茨 城 県 森 林 湖 沼 環 境 基 金 396,425 114,166 - 510,591 

茨 城 県 健 や か こ ど も 基 金 539,821 20,712 - 560,533 

茨 城 県 消 費 者 行 政 活 性 化 基 金 16,595 1 14,565 2,031 

平成 31 年 4月 1 日から 

令和元年 9月 30 日まで 
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茨城県地域自殺対策緊急強化基金 13,831 1 65 13,767 

茨 城 県 高 等 学 校 等 奨 学 基 金 231,509 78,654 - 310,163 

茨 城 県 東 日 本 大 震 災 復 興 基 金 1,293,900 30,115 - 1,324,015 

茨城県東日本大震災復興交付金基金 44,574 - - 44,574 

茨 城 県 農 地 集 積 総 合 支 援 基 金 645,744 119,103 - 764,847 

茨 城 県 国 民 体 育 大 会 ・ 障 害 者 

ス ポ ー ツ 大 会 開 催 基 金 
7,553,201 9,388 - 7,562,589 

茨 城 県 幡 谷 教 育 振 興 基 金 92,885 5 6,000 86,890 

茨城県地域医療介護総合確保基金 9,815,065 25,810 1,952,954 7,887,921 

茨城県公共施設長寿命化等推進基金 7,002,106 - - 7,002,106 

茨 城 県 文 化 振 興 基 金 2,986,000 457 - 2,986,457 

茨 城 県 が ん 対 策 基 金 3,000,565 1 - 3,000,566 

茨城県国民健康保険財政安定化基金 

【 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 】 
6,587,110 - - 6,587,110 

茨 城 県 医 療 提 供 体 制 確 保 基 金 2,731,383 - - 2,731,383 

茨 城 県 企 業 立 地 促 進 基 金 8,868,095 16,971 - 8,885,066 

茨 城 県 就 職 支 援 基 金 50,459 1 1,920 48,540 

茨 城 県 地 方 創 生 拠 点 整 備 基 金 379,924 - - 379,924 

茨 城 県 森 林 環 境 譲 与 税 基 金 - 29,878 - 29,878 

合 計 187,123,873 3,381,998 2,015,186 188,490,685 

※ 満期一括償還県債の元金償還に充てるための積立て 
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